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【審査論文】

都市部３地域の高齢者に共通する社会活動への参加に関連する要因
―東京都区東部、千葉県市川市、大阪市の調査研究から ―

岡本秀明

Factors associated with social participation among the elderly in 3 urban areas
 - Findings from surveys in Tokyo wards area, Ichikawa City and Osaka City - 

Hideaki OKAMOTO 

要旨

　本研究では、都市部3地域の高齢者に共通する社会活動への参加に関連する要因を明らかにすることを

目的とした。すでに、大阪調査、千葉県の市川調査に基づいたそれぞれの研究によって、各地域の高齢者

（65～84歳）の社会活動への参加に関連する要因が報告されている。そのため今回は、東京都区東部に在

住する高齢者（65～84歳）を調査対象として検討し、この結果と、大阪調査、市川調査すべてに共通す

る要因を明らかにすることにした。今回の調査は、東京都区東部の高齢者1,200人を対象に、自記式調査

票を用いた郵送調査を実施した。その結果、有効回収数（率）は500票（41.7％）であった。社会活動は、

橋本ら（1997）の社会活動指標のうち、個人的活動の側面、社会的活動の側面、学習的活動の側面を使

用した。多変量解析による分析結果と、大阪調査、市川調査の結果を比較検討し、共通する要因が次のよ

うに明らかになった。個人的活動を促進させる要因は、外出時のからだのつらさがないことであった。社

会的活動を促進させる要因は、居住年数が長い、地域社会への態度の得点が高い、親しい友人や仲間の数

が多い、外出や活動参加に誘われることであった。学習的活動を促進させる要因は、活動情報の認知の程

度が高いことであった。都市部における高齢者の社会活動への参加を促進していく際には、特にこれらの

要因を考慮していく必要がある。

キーワード：�社会活動（social activities）、社会参加（social participation）、地域高齢者（community-

dwelling elderly）、都市部（urban areas）

Ⅰ．研究の背景と目的

わが国では、高齢社会対策としてさまざまな取り組みが行われており、高齢者の社会活動に関する対策

も重要な 1 つとして推進されている。老人福祉法や高齢社会対策基本法をみると、高齢者の社会活動の推

進に関することが示されている。

高齢者における社会活動という用語について、同義的に使用されているものとして、社会的活動、社会

参加活動がある。類似概念としては、社会参加がある。社会活動と社会参加の関係については、社会活動

を通じた地域社会との関わりが社会参加1)であり、社会活動性（社会活動の程度）は社会参加の度合いを

反映したもの1)との指摘がみられる。これらの用語や類似概念は、概して、意識的に区別されて使用され
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ているとは言い難いため、本研究では便宜的に社会活動という用語に統一して示す。

高齢者の社会活動を定義することは困難であることが指摘されており2─7)、一致した見解はない。定義

の例として「家庭外での対人活動」8)がある。高齢者の社会活動に職業労働を含むかどうかは、見解が分

かれる4, 6, 7)。概して、広義の定義には含まれ、狭義の場合には含まれない傾向にある。筆者は以前、どち

らかといえば狭義の定義を試み、職業労働は含まず、「家族や親族を超えた他者との対人活動、団体や組

織に参加して行う活動、地域における活動の場への参加といった、高齢者が空いた時間を活用して自主的

に行う活動の総体」と示した。本研究では、概ねこの定義に沿うものとする。本研究で職業労働を含まな

いとする主な理由は、第 1 に、高齢社会対策や高齢者研究において、定年退職等により余暇時間が増大し

た高齢期をいかに生きがいのある生活にしていくかという視点から、社会活動に焦点があてられていると

いう側面があるからである。第 2 に、高齢社会対策基本法では、講ずるべき施策として、「就業及び所得」、

「学習及び社会参加」というように、職業労働と社会活動が異なる分類となっているからである。

高齢者の社会活動への参加は、幸福な老い9－11)、生きがい12, 13)、主観的健康感14)、閉じこもり防止15)、

生活機能16)、早期死亡リスクの抑制17)と肯定的な影響があると考えられている。このように、社会活動は、

高齢者自身に利益をもたらす傾向にある。加えて、特に他者や社会に貢献する活動であれば、高齢者がそ

の活動をすることにより、地域社会にも多くの利益をもたらす可能性がある18)。

このように、高齢者の社会活動への参加による影響を検討した研究は多数みられるが、社会活動が活発

な高齢者がどのような特性を有しているのか、つまり、社会活動への参加に関連する要因を検討した研究

は少ない。先行研究では、年齢、性別、家族形態、配偶者、活動能力、健康度自己評価、体力自己評価、ソー

シャル・ネットワーク、活用できる技術や知識、自己効力感、近隣や信頼できる人間関係量などが報告さ

れている4, 19-24)。しかしながら、高齢者の生活全体をとらえようとした視点をもって、換言すれば、基本

的属性のほかに、身体的、心理的、社会・環境的な状況を検討要因として設定し、かつ他の要因の影響を

統計学的に取り除いたうえで、社会活動の関連要因を多角的に検討した研究は極めて少ない。

そのようななか、筆者ら25)は、大阪市の高齢者（65～84歳）1,500人を調査対象とし、社会活動を橋

本らの「社会活動指標」8)を若干変更したもので測定し、身体的、心理的、社会・環境的な状況を示す変

数を設定して、関連する要因を明らかにした（以下、大阪調査と示す）。その後、筆者26)は、千葉県市川

市の高齢者（65～84歳）1,400人を対象とし、大阪調査の研究方法とできるだけ同じになるように留意

して関連要因を明らかにし、大阪調査と一致した要因についても言及している（以下、市川調査と示す）。

大阪調査と市川調査の結果、社会活動に統計学的に有意な関連がみられた要因を表１に示した。社会活

動指標は、社会活動を個人的活動、社会的活動、学習的活動、仕事の 4 側面で広くとらえたものである8)。

このうち、社会的活動の側面が狭義の社会活動としている8)。表１には、本研究で用いる仕事の側面以外

の3側面について示している。大阪調査と市川調査の双方の結果において、個人的活動が活発な者の特性

として一致したのは、外出時のからだのつらさがない、親しい友人や仲間の数が多い、活動情報の認知の

程度が高い、活動情報を教えてくれる人がいる者であった。同様に、社会的活動が活発な者の特性として

一致したのは、居住年数が長い、地域社会への態度得点が高い、親しい友人や仲間の数が多い、外出や活

動参加への誘いがある、中年期に地域とのかかわりがある者であった。学習的活動においては、地域社会

への態度得点が高い、活動情報の認知の程度が高い者であった25，26)。

高齢者の社会活動により期待されることとして、高齢期の生活の充実、健康の維持や向上、地域や社会

の活性化があげられる。加えて、地域におけるつながりの希薄化や社会的孤立の予防に寄与すること27)も

あげられる。特に都市部では、今後急速に高齢化が進むことが見込まれており、都市部における介護予防
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の推進のためにも高齢者の社会活動が求められている28)。これらのことから、都市部在住高齢者の社会活

動の促進・阻害要因を明らかにし、活動しやすい長寿社会にしていくことが求められる。そのためには、

研究結果を比較しやすい方法を採用し、大阪調査や市川調査の結果がほかの都市部においても同じような

結果が得られるのかどうかを検討し、都市部に在住する高齢者の社会活動への参加に関連する要因として

共通するものは何かを明らかにする研究を積み重ねていく必要がある。また、さまざまな都市部の高齢者

を対象にするのであれば、日本の都市部として代表的な東京都区部を調査対象地域に含むのが望ましいと

いえる。

以上のような背景から、本研究では、まず、大阪市や市川市以外の都市部として東京都区東部を選定し

て調査を実施し、社会活動への参加に関連する要因を検討して提示し、そして、東京都区東部、大阪市、

市川市という都市部 3 地域の高齢者すべてにおいて共通する要因を明らかにすることを目的とした。今回

実施の東京都区東部調査の際には、大阪調査と市川調査とできるだけ同じ方法を用いて結果の比較が可能

になるように留意した。

表 1　先行研究が示す社会活動 3側面に関連する要因

個人的活動 社会的活動 学習的活動

大阪 市川 大阪 市川 大阪 市川
［基本的属性］
　年齢 －
　性別（基準：女性） －
　配偶者（基準：いない） ＋
　学歴（基準：中学校卒業）
　　高等学校卒業
　　短大・大学等卒業 ＋ ＋
　暮らし向き（基準：大変・やや苦しい）
　　ふつう
　　大変・ややゆとりあり ＋
　居住年数（基準：短い） ＋ ＋ ＋

［身体的状況］
　IADL
　外出時のからだのつらさ（基準：なし） － －

［心理的状況］
　地域社会への態度 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
　変化や新しさを伴う活動的志向
　平穏でのんびり志向 ＋

［社会・環境的状況］
　親しい友人や仲間の数 ＋ ＋ ＋ ＋
　外出や活動参加への誘い（基準：なし） ＋ ＋ ＋
　活動情報の認知 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
　活動情報を教えてくれる人（基準：なし） ＋ ＋
　電車・バス利用時の不自由さ（基準：なし） －
　技術・知識・資格（基準：なし） ＋
　中年期の地域とのかかわり（基準：なし） ＋ ＋
注 1：＋は正の関連、－は負の関連がみられたことを示す。
注 2：大阪は大阪調査（岡本ら 2006）、市川は市川調査（岡本 2012）。
注 3：�居住年数は、大阪調査では「基準：20 年未満」「20 年以上」とする 2 つのダミー変数、市川調査では「基準：5 年未満」「5

～ 10 年未満」「10 年以上」とする 3 つのダミー変数を使用した。
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Ⅱ．研究方法

以下に示す方法で東京都区東部在住高齢者に対する調査と分析を行った。この分析結果と、すでに明ら

かになっている大阪調査と市川調査の結果を比較検討し、都市部3地域の高齢者すべてにおいて共通する

社会活動への参加の関連要因を明らかにする方法をとった。

１．調査対象と方法

東京都区東部（江戸川区、葛飾区、江東区、墨田区の 4 区）に在住する高齢者（65～84歳）1,200人

を調査対象者とする社会福祉調査を実施した。各区の住民基本台帳から、300人ずつ無作為抽出した。調

査は、2010年 8 月30日から10月20日にかけて、自記式調査票を用いた郵送調査を実施した。調査の結果、

有効回収数（率）は500票（41.7％）であった。倫理的配慮に関して、調査の際に、回答データは統計的

処理を行い個人の特定を行わないこと、対象者の情報は厳重に管理していること、調査協力が困難な場合

には返送しないでよいことを調査協力文書に明記し、協力が得られる場合には調査票を無記名で返送する

よう依頼した。

２．調査項目と変数

（1）社会活動

社会活動は、高齢者の社会活動を「家庭外での対人活動」と規定した橋本らの「社会活動指標」8)を若

干変更したものを用いた。社会活動指標は、着実な過程を経て開発され29，30)、個人的活動（構成項目数：

10項目）、社会的活動（ 6 項目）、学習的活動（ 4 項目）、仕事（ 1 項目）の 4 側面をとらえるもので、尾

島らにより、いきいき社会活動チェック表として実用化されている31)。なお、 4 側面の名称に関して、い

きいき社会活動チェック表では個人的活動を個人活動、社会的活動を社会参加・奉仕活動、学習的活動を

学習活動と示している31)。本研究では、仕事を除いた 3 側面を使用し、個人的活動の側面を構成する項目

の一部を変更して用いた。「個人的活動」は、近所づきあい、近所での買い物、デパートでの買い物、近

くの友人・親戚の訪問、遠方の友人・親戚の訪問、国内旅行、海外旅行、友人や知人と食事、スポーツ、

自宅外での娯楽の10項目とした。変更した項目は 2 項目で、金らの研究1)とほぼ同様に、お寺参りを友人

や知人と食事に変更した。次に、レクリエーションを自宅外での娯楽に変更した25)。「社会的活動」は、

地域行事、町内会活動、高齢者クラブ、趣味の会の活動、ボランティア活動、特技などの伝承活動の 6 項

目であった。「学習的活動」は、高齢者大学や高齢者向け教室、カルチャーセンター、市民講座・各種研

修会・講演会、シルバー人材センターの 4 項目であった。

各項目について、過去 1 年間に活動ありという回答に 1 点、活動なしに 0 点を付与し、社会活動の側面

ごとに単純加算した。加算した社会活動の得点は高得点もしくは 0 点に偏る傾向があり、正規分布から大

きく外れてしまい連続変量として扱い分析するのは望ましくないため、高位群＝ 1 、低位群＝ 0 とする 2

値変数に再コーディングした。得点が高得点に偏る個人的活動は、高位群と低位群の割合が均等になるよ

うにし、 0 ～ 7 点を低位群、 8 ～10点を高位群とした。社会的活動と学習的活動は、 0 点の者が多くな

るため、 0 点を低位群、 1 点以上を高位群とした。

（2）基本的属性に関する変数

基本的属性に関する変数は、年齢、性別（女性＝ 0 、男性＝ 1 ）、配偶者（いる＝ 1 、いない＝ 0 ）、学歴、

暮らし向き、居住年数（20年未満＝0、20年以上＝ 1 ）の 6 変数とした。学歴は、中学校卒業を基準カ
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テゴリー（＝ 0 ）とした 2 つのダミー変数（高等学校卒業、短大・大学等卒業）とし、暮らし向きは、大

変・やや苦しいを基準カテゴリー（＝ 0 ）とした 2 つのダミー変数（ふつう、大変・ややゆとりあり）と

した。

（3）身体的状況に関する変数

身体的状況に関する変数は、IADL（Instrumental Activities of Daily Living；手段的日常生活動作）、外

出時のからだのつらさの 2 変数とした。IADLは、食事の用意、預貯金の出し入れ、日用品の買い物、バ

スや電車の利用の 4 項目それぞれについて、「できる」＝ 1 点、「できない」＝ 0 点として単純加算し、 4

点満点とした。外出時のからだのつらさは、外出時にからだがつらいとの回答に 1 、つらくないに 0 を付

与した。

（4）心理的状況に関する変数

心理的状況に関する変数は、地域社会への態度、変化や新しさを伴う活動的志向、平穏でのんびり志向

の 3 変数とした。地域社会への態度は、田中らによる地域社会への態度の尺度構成項目32)から、「町内会

や自治会の世話を依頼されたら引き受けてもよい」、「近所に独居老人がいたら日常生活の世話をしてあげ

たい」、「地域の人々と何かをすることで自分の生活の豊かさを求めたい」、「居住地域に誇りや愛着のよう

なものを感じる」の 4 項目を使用し、それぞれ「とてもそう思う」＝ 5 点～「まったくそう思わない」＝

1 点の 5 択でたずねて単純加算し、20点満点の得点とした。

変化や新しさを伴う活動的志向、平穏でのんびり志向の項目は、先行研究33，34)を参考にして大阪調査

で用いられたものである。変化や新しさを伴う活動的志向は、「変化のある暮らしをしたい」、「新しいこ

とをはじめたい」、「毎日精力的に活動するような人生を送りたい」の 3 項目、平穏でのんびり志向は、「平

穏な生活をしたい」、「つらいことはすべて避けたい」、「静かでのんびりした生活をしたい」の 3 項目とし、

「とてもそう思う」＝ 4 点～「まったくそう思わない」＝ 1 点の 4 択でたずねて単純加算し、それぞれ12

点満点の得点とした。

（5）社会・環境的状況に関する変数

社会・環境的状況に関する変数は、社会関係に関する 2 変数、活動情報に関する 2 変数、公共交通利用

環境の 1 変数、技術・知識や経験の 2 変数、計 7 変数とした。

社会関係は、親しい友人や仲間の数、外出や活動参加への誘いの 2 変数とした。親しい友人や仲間の数は、

「特にいない」＝ 0 点、「1 ～ 2 人」＝ 1 点、「3 ～ 4 人」＝ 3 点、「5 ～ 6 人」＝ 5 点、「 7 人以上」＝ 7

点の 5 択でたずねた。外出や活動参加への誘いは、外出や活動参加に誘われることがあるとの回答に 1 、

なしに 0 を付与した。

活動情報は、活動情報の認知、活動情報を教えてくれる人の 2 変数を用いた。活動情報の認知は、「趣

味や娯楽の催し物」、「学習的活動」、「ボランティア活動への参加の機会」の 3 項目とし、各情報を同世代

の人よりも知っていると思うかを「とてもそう思う」＝ 4 点～「まったくそう思わない」＝ 1 点の 4 択で

たずねて単純加算した。活動情報を教えてくれる人は、そのような人がいるかをたずね、いるという回答

に 1 、いないに 0 を付与した。

公共交通利用環境は、電車やバス利用時の不自由さとし、駅やバス停へのアクセスや乗り降りの際の身

体的な負担、利用方法等の不自由さを総合的に判断してもらう主観的な指標とした。電車やバスの利用に
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関して、どちらか一方または双方に「不自由さを感じる」との回答に 1 を、それ以外に 0 を付与した。

技術・知識や経験は、技術・知識・資格、中年期の地域とのかかわりの 2 変数とした。技術・知識・資

格は、松岡の研究4)と同じく、地域で活動する際に活用できる技術・知識・資格などがあるという回答に

1 、それ以外に 0 を付与した。中年期の地域とのかかわりは、40～50歳代の時に居住している地域との

かかわりがあったという回答に 1 、なしに 0 を付与した。

３．分析方法

調査票の有効回収数500票のうち、代理回答ではないこと、IADL得点が1点以上であること、年齢と性

別に欠損値がないことを条件に分析対象者を抽出した。そのため、分析対象者数は440人となった。IADL

得点が 1 点以上という条件を設定したのは、社会活動の研究においてIADLが低い者を含むのはふさわし

いとはいえないからであった25)。

社会活動の関連要因を検討する分析は、社会活動 3 側面それぞれを従属変数、基本的属性、身体的状況、

心理的状況、社会・環境的状況の変数を独立変数とする二項ロジスティック回帰分析により行った。

Ⅲ．研究結果

１．東京都区東部調査における各変数の分布

分析対象者の基本的属性を表 2 に示した。

社会活動 3 側面の得点分布を表 3 に示した。社会活動3側面を2値変数に再コーディングした後の分布

について、個人的活動は、高位群（8 ～10点）の割合が56.4％、低位群（0～7 点）が43.6％であった。

社会的活動は、高位群（1～6 点）が76.8％、低位群（ 0 点）が23.2％であった。学習的活動は、高位群

（1～4 点）が40.4％、低位群（０点）が59.6％であった（表４）。

身体的、心理的、社会・環境的状況の分布は、表 5 のとおりである。

２．東京都区東部調査における社会活動への参加に関連する要因

二項ロジスティック回帰分析の結果を表 6 に示した。

個人的活動を従属変数として分析した結果、統計学的に有意な関連がみられた要因は、学歴の短大・大

学等卒業（オッズ比：2.83，95％信頼区間：1.27-6.32）、IADL（オッズ比：2.22，95％信頼区間：1.18-4.16）、

外出時のからだのつらさ（オッズ比：0.49，95％信頼区間：0.28-0.87）、地域社会への態度（オッズ比：

1.16，95％信頼区間：1.06-1.28）であった。すなわち、個人的活動が活発な者（高位群の者）には、基

準とした「中学校卒業」よりも「短大・大学等卒業」、IADL得点が高い、外出時のからだのつらさがない、

地域社会への態度の得点が高いという特性がみられた。

社会的活動を従属変数として分析した結果、有意な関連がみられた要因は、居住年数（オッズ比：2.05，

95％信頼区間：1.09-3.85）、地域社会への態度（オッズ比：1.20，95％信頼区間：1.09-1.34）、親しい

友人や仲間の数（オッズ比：1.16，95％信頼区間：1.01-1.33）、外出や活動参加への誘い（オッズ比：3.07，

95％信頼区間：1.57-5.99）であった。すなわち、社会的活動が活発な者には、居住年数が長い、地域社

会への態度の得点が高い、親しい友人や仲間の数が多い、外出や活動参加に誘われるという特性がみられ

た。

学習的活動を従属変数として分析した結果、有意な関連がみられた要因は、学歴の短大・大学等卒

業（オッズ比：3.89，95％信頼区間：1.86-8.14）、活動情報の認知（オッズ比：1.31，95％信頼区間：
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表２　分析対象者の基本的属性（n=440)

       人（％ ）
年齢
　平均値±標準偏差 72.6 ± 5.1
性別
　男性 202(45.9)
　女性 238(54.1)
家族形態
　独居 81(18.5)
　夫婦のみ 166(37.8)
　その他 192(43.7)
配偶者
　いる 293(67.5)
　いない 141(32.5)
学歴
　中学校卒業 142(32.7)
　高等学校卒業 204(47.0)
　短大・大学等卒業 88(20.3)
暮らし向き
　大変ゆとりあり 16( 3.6)
　ややゆとりあり 102(23.2)
　ふつう 236(53.8)
　やや苦しい 65(14.8)
　大変苦しい 20( 4.6)
居住年数
　20 年以上 334(76.1)
　20 年未満 105(23.9)
注 1：�各項目で欠損値がある者は除外しているため n=440 とならない

場合がある。
注 2：�表中の家族形態は分析には使用していない。分析における家族

関係の変数は配偶者の有無を使用した。

表３　社会活動３側面の分布

平均値±標準偏差
個人的活動  ( 0 ～ 10点) 7.4±2.0
社会的活動  ( 0 ～ 6点) 2.2±1.9
学習的活動  ( 0 ～ 4点) 0.6±0.9

表４　社会活動3側面の再コーディング後の分布

      人(％ )
個人的活動 (n=401)
　8 ～10点
　0 ～ 7点

226(56.4)
175(43.6)

社会的活動 (n=423)
　1 ～ 6点
　0 点

325(76.8)
98(23.2)

学習的活動 (n=428)
　1 ～ 4点
　0 点

173(40.4)
255(59.6)
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表5　身体的、心理的、社会・環境的状況の分布（n=440)

人 (％ )
［身体的状況］
　IADL
　　平均値±標準偏差 3.9 ± 0.5
　外出時のからだのつらさ
　　あり 156(35.6)
　　なし 282(64.4)

［心理的状況］
　地域社会への態度
　　平均値±標準偏差 13.0 ± 3.1
　変化や新しさを伴う活動的志向
　　平均値±標準偏差 7.2 ± 1.7
　平穏でのんびり志向
　　平均値±標準偏差 8.5 ± 1.5

［社会・環境的状況］
　親しい友人や仲間の数
　　平均値±標準偏差 4.0 ± 2.4
　外出や活動参加への誘い
　　あり 233(53.2)
　　なし 205(46.8)
　活動情報の認知
　　平均値±標準偏差 6.4 ± 1.9
　活動情報を教えてくれる人
　　いる 289(66.4)
　　いない 146(33.6)
　電車・バス利用時の不自由さ
　　あり 82(19.0)
　　なし 350(81.0)
　技術・知識・資格
　　あり 89(20.9)
　　なし 336(79.1)
　中年期の地域とのかかわり
　　あり 287(68.5)
　　なし 132(31.5)
注 1：各項目で欠損値がある者は除外しているため n=440 とならない場合がある。

1.12-1.55）、活動情報を教えてくれる人（オッズ比：2.53，95％信頼区間：1.38-4.66）であった。す

なわち、学習的活動が活発な者には、基準とした「中学校卒業」よりも「短大・大学等卒業」、活動情報

の認知の程度が高い、活動情報を教えてくれる人がいるという特性がみられた。

３．都市部３地域に共通する社会活動への参加に関連する要因

これまでの大阪調査、市川調査に、上記に示した東京都区東部の調査が加わり、表７に示したように、

都市部 3 地域の分析結果がそろった。東京都区東部の調査、大阪調査、市川調査の 3 つの結果すべてに

おいて一致する社会活動への参加の関連要因を、以下に示す。個人的活動を促進させる要因は、外出時

のからだのつらさがないことであった。社会的活動を促進させる要因は、居住年数が長い、地域社会へ

の態度の得点が高い、親しい友人や仲間の数が多い、外出や活動参加に誘われることであった。学習的

活動を促進させる要因は、活動情報の認知の程度が高いことであった。
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表 6　社会活動 3側面に関連する要因（二項ロジスティック回帰分析結果）

個人的活動 社会的活動 学習的活動
オッズ比（95%信頼区間） オッズ比（95%信頼区間） オッズ比（95%信頼区間）

［基本的属性］
　年齢 　0.98(0.92-1.03) 　1.00(0.94-1.07) 　1.01(0.96-1.07)
　性別（基準：女性） 　0.86(0.48-1.55) 　1.36(0.72-2.57) 　1.16(0.67-1.99)
　配偶者（基準：いない） 　1.18(0.64-2.15) 　0.75(0.38-1.48) 　0.86(0.48-1.53)
　学歴（基準：中学校卒業）
　　高等学校卒業 　0.91(0.51-1.63) 　0.81(0.41-1.58) 　1.57(0.89-2.77)
　　短大・大学等卒業 　2.83(1.27-6.32)* 　1.28(0.53-3.10) 　3.89(1.86-8.14)***
　暮らし向き（基準：大変・やや苦しい）
　　ふつう 　1.20(0.62-2.32) 　1.35(0.65-2.81) 　0.90(0.47-1.72)
　　大変・ややゆとりあり 　1.99(0.89-4.43) 　1.09(0.46-2.60) 　0.90(0.43-1.89)
　居住年数（基準：20 年未満） 　1.08(0.59-1.98) 　2.05(1.09-3.85)* 　1.02(0.57-1.83)

［身体的状況］
　IADL 　2.22(1.18-4.16)* 　1.20(0.68-2.11) 　1.28(0.72-2.29)
　外出時のからだのつらさ（基準：なし） 　0.49(0.28-0.87)* 　1.09(0.57-2.07) 　1.58(0.89-2.82)

［心理的状況］
　地域社会への態度 　1.16(1.06-1.28)** 　1.20(1.09-1.34)*** 　1.07(0.97-1.17)
　変化や新しさを伴う活動的志向 　0.98(0.83-1.15) 　1.02(0.85-1.23) 　1.16(0.99-1.36)
　平穏でのんびり志向 　0.93(0.78-1.11) 　0.93(0.75-1.14) 　1.00(0.84-1.18)

［社会・環境的状況］
　親しい友人や仲間の数 　1.07(0.95-1.20) 　1.16(1.01-1.33)* 　0.97(0.86-1.09)
　外出や活動参加への誘い（基準：なし） 　1.66(0.94-2.94) 　3.07(1.57-5.99)** 　1.41(0.82-2.44)
　活動情報の認知 　1.04(0.88-1.23) 　1.06(0.88-1.28) 　1.31(1.12-1.55)**
　活動情報を教えてくれる人（基準：なし） 　1.53(0.85-2.77) 　0.63(0.33-1.24) 　2.53(1.38-4.66)**
　電車・バス利用時の不自由さ（基準：なし）　1.24(0.61-2.51) 　1.58(0.70-3.57) 　0.75(0.36-1.55)
　技術・知識・資格（基準：なし） 　1.45(0.73-2.85) 　1.20(0.53-2.68) 　1.38(0.76-2.52)
　中年期の地域とのかかわり（基準：なし） 　1.49(0.85-2.61) 　1.15(0.62-2.11) 　1.10(0.63-1.93)

モデルχ2(df) 109.19(20)*** 77.29(20)*** 99.73(20)***
***p ＜ .001, **p ＜ .01, *p ＜ .05
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表 7　都市部 3地域における社会活動 3側面に関連する要因

個人的活動 社会的活動 学習的活動

大阪 市川 東京 大阪 市川 東京 大阪 市川 東京
［基本的属性］
　年齢 －
　性別（基準：女性） －
　配偶者（基準：いない） ＋
　学歴（基準：中学校卒業）
　　高等学校卒業
　　短大・大学等卒業 ＋ ＋ ＋ ＋
　暮らし向き（基準：大変・やや苦しい）
　　ふつう
　　大変・ややゆとりあり ＋
　居住年数（基準：短い） ＋ ＋ ＋ ＋

［身体的状況］
　IADL ＋
　外出時のからだのつらさ（基準：なし） － － －

［心理的状況］
　地域社会への態度 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
　変化や新しさを伴う活動的志向
　平穏でのんびり志向 ＋

［社会・環境的状況］
　親しい友人や仲間の数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
　外出や活動参加への誘い（基準：なし） ＋ ＋ ＋ ＋
　活動情報の認知 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
　活動情報を教えてくれる人（基準：なし） ＋ ＋ ＋
　電車・バス利用時の不自由さ（基準：なし） －
　技術・知識・資格（基準：なし） ＋
　中年期の地域とのかかわり（基準：なし） ＋ ＋
注 1：＋は正の関連、－は負の関連がみられたことを示す。
注 2：大阪は大阪調査（岡本ら 2006）、市川は市川調査（岡本 2012）、東京は今回の東京都区東部調査。
注 3：�居住年数は、大阪調査、東京調査では「基準：20 年未満」「20 年以上」とする 2 つのダミー変数、市川調査では「基準：5 年未満」

「5 ～10 年未満」「10 年以上」とする 3 つのダミー変数を使用した。

Ⅳ．考察

東京都区東部の調査、大阪調査、市川調査すべてにおいて一致した高齢者の社会活動への参加に関連

する要因について、考察する。

個人的活動が活発な者の特性として一致したのは、外出時にからだのつらさがないことであった。こ

の結果に関して、金らによる55歳から79歳までの中高年者を対象として社会活動指標を使用した研究に

よると、健康水準をあらわす総合的移動能力と健康度自己評価が、個人的活動には関連がみられたが、

社会的活動（金らの研究では社会・奉仕活動）と学習的活動には関連がみられなかったことを報告して

いる1)。そして、個人的活動には社会的活動や学習的活動と比較して日常的な活動項目が複数含まれてい

るため、軽度の健康水準の低下であっても影響を受けやすいのではないかと推察している1)。東京都区東

部および大阪調査、市川調査について、対象者は65歳から84歳までの高齢者であるが、外出時のからだ

のつらさは健康水準をあらわす変数であること、個人的活動のみに関連していたことから、金らの研究

結果とほぼ同様の結果となったといえる。IADL得点が 1 点以上の高齢者集団においても、健康水準の低

下が個人的活動の活発さを低下させやすいことが示唆された。

社会的活動が活発な者の特性として一致したのは、居住年数が長い、地域社会への態度得点が高い、

親しい友人や仲間の数が多い、外出や活動参加への誘いがあることであった。
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居住年数について、社会的活動は後述するように、居住地域に基づいた活動、地域的な活動という意味

合いもある。そのため、居住年数が短い者よりも長い者のほうが、社会的活動を始めやすかったりそれま

での活動を継続していたりすることにより、活動が活発になっていたことが考えられる。

地域社会への態度得点が高いことは、地域社会という場を重視することをあらわしている。社会的活動

を構成する 6 項目のうち、少なくとも、地域行事、町内会活動、高齢者クラブ（老人クラブ）の 3 項目は、

居住地域に基づいた活動である。残りの 3 項目となる趣味の会の活動、ボランティア活動、特技などの伝

承活動は、居住地域ではなく関心に基づいた活動である場合も多いであろうが、居住地域に基づいた活動

もある程度含まれているであろう。よって、社会的活動は、地域的な活動という意味合いもあるため、地

域社会への態度得点が関連したものと考えられる。

親しい友人や仲間の数、外出や活動参加への誘いについて、これらは他者との関係、つまり社会関係を

あらわしている。社会的活動は、構成項目をみると集団的な活動の要素が強いため、社会関係が豊かな者

は活動が活発になりやすいことが考えられる。親しい友人や仲間の数が多い者は、その者たちと共に活動

し、外出や活動参加に誘われる者は、その誘いがきっかけとなって活動参加に至ることも多くなるであろ

う。これらのことを示すように、内閣府による高齢者調査の結果では、社会参加活動に参加するきっかけ

になると思うものとして、「友人、仲間のすすめ」との回答が最も多く、「自治会、町内会の誘い」が 3 番

目に、「活動団体からの呼びかけ」が 5 番目に多かった35)。また、最も力を入れている活動に参加したきっ

かけとして、「友人、仲間のすすめ」との回答が最も多く、「自治会、町内会の誘い」が 3 番目に、「活動

団体からの呼びかけ」が 4 番目に多くなっていた36)。

学習的活動が活発な者の特性は、活動情報の認知の程度が高いことであった。内閣府による生涯学習の

調査結果によると、生涯学習を行うにあたって困る点として「必要な情報がなかなか入手できない」との

回答が60～69歳では 4 番目に、70歳以上では 2 番目に多い37)。生涯学習をもっと盛んにするための方策

については、「情報を得やすくする」との回答が60～69歳では3番目に、70歳以上では6番目に多い37)。また、

内閣府による高齢者調査の結果によると、日常生活情報でもっと欲しいものとして「教養講座の受講など

の学習活動、文化的な催しもの」との回答が6番目に多い38)。高齢女性の研究では、参加形式の学習活動は、

開催場所、日時や期間が活動ごとにさまざまであるため、活動の開催情報を積極的に得ないと参加に結び

つきにくいことが指摘されている39)。以上のことから、学習的活動への参加には活動情報の把握が特に重

要であるため、それを示す結果となったといえる。

Ⅴ．まとめと今後の課題

本研究では、まず、東京都区東部に在住する高齢者を調査対象とし、社会活動への参加に関連する要因

を検討した。次に、この検討結果と、大阪調査、市川調査の結果から、共通する各活動側面の関連要因を

明らかにした。個人的活動に関連する要因として共通していたのは、外出時のからだのつらさ、社会的活

動については、居住年数、地域社会への態度、親しい友人や仲間の数、外出や活動参加への誘い、学習的

活動については、活動情報の認知であった。

以上の結果から、高齢者の社会活動への参加をより活発化していくためには、特に、外出時にからだの

つらさを感じる者や居住年数が短い者に配慮すること、地域社会という場を重視する者を増やすこと、社

会関係が豊かになるような対策をしていくこと、活動情報が伝わりやすい手立てを講じていくことが求め

られる。それぞれ、単一の方法で一朝一夕に目に見える効果があらわれることは難しいであろうから、多

面的な方法で地道に取り組んでいくことが必要といえよう。例えば、社会関係が豊かになるような、もし
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くは他者とのつながりが切れないような対策であれば、充実した高齢期のためには豊かな社会的ネット

ワークが重要な鍵となることを早期から啓発すること、友人や顔なじみをつくるきっかけとなるさまざま

な場を創意工夫により用意していくこと、対人関係が苦手な者に対して声かけをするのにふさわしい人を

配置するなどが考えられる26)。地域社会という場を重視する者を増やすのであれば、コミュニティや地

域共同体の大切さに関するさまざまな啓発を、高齢者だけではなく地域住民全体を対象に行っていくこ

と26)、行政と地域住民が協働して、安心して暮らすことができ、魅力のあるまちづくり・地域づくりに取

り組んでいくことなどがあげられる。

最後に、本研究の限界と今後の課題を述べる。第 1 に、今回実施した東京都区東部調査の有効回収割合

は41.7％にとどまった。有効回答が得られていない高齢者が 5 割以上存在したことを踏まえて、本研究

の結果を解釈する必要がある。第 2 に、本研究は横断研究であるため、関連要因と社会活動との因果関係

について言及することができない。今後は、縦断研究を行うことが求められる。第 3 に、今後、本研究の

結果をもとに、社会活動への参加促進を目指した実践的な取り組み方法の検討やその取り組みの効果を検

証する研究が必要といえる。
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